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１．平成20年３月期の連結業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 20,069 △3.5 774 △27.2 1,096 △21.5 618 △22.7

19年３月期 20,796 － 1,064 － 1,396 － 799 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 70 19  － 7.9 6.0 3.9

19年３月期 90 76  － 10.7 7.5 5.1

（参考）持分法投資損益 20年３月期 －百万円 19年３月期 －百万円

（注）　平成18年９月中間期より連結財務諸表を作成しておりますので、平成19年３月期の対前期増減率については記載

しておりません。

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 17,749 7,922 44.6 899 35

19年３月期 18,994 7,670 40.4 870 72

（参考）自己資本 20年３月期 7,922百万円 19年３月期 7,670百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 1,337 △419 △975 630

19年３月期 859 △1,037 317 687

２．配当の状況

配当金総額
(年間)

配当性向
（連結)

純資産配当率
（連結)（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年３月期  － 27 00 27 00 237 29.7 3.1

20年３月期 13 00 14 00 27 00 237 38.5 3.0

21年３月期（予想） 10 00 14 00 24 00 － 30.2 －
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３．平成21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 10,387 7.0 334 △14.0 506 △8.0 285 △6.1 32 42

通期 21,938 9.3 881 13.8 1,240 13.1 700 13.4 79 57

４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 8,832,000株 19年３月期 8,832,000株

②　期末自己株式数 20年３月期 23,018株 19年３月期 22,743株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、27ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成20年３月期の個別業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 19,334 △5.3 756 △28.0 1,075 △22.1 611 △23.0

19年３月期 20,408 7.2 1,050 50.3 1,381 32.4 793 31.6

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

20年３月期 69 36  －

19年３月期 90 03  －

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 17,408 7,908 45.4 897 80

19年３月期 18,638 7,663 41.1 869 99

（参考）自己資本 20年３月期 7,908百万円 19年３月期 7,663百万円

２．平成21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 9,971 6.8 303 △20.5 473 △12.4 270 △10.1 30 67

通期 21,088 9.1 812 7.4 1,168 8.6 666 9.0 75 63

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成しており、様々な不確定要

素が内在しているため、実際の業績は、異なる結果となる可能性があります。業績予想に関する事項は、添付資料

の３ページをご参照ください。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

（当企業グループを取り巻く外部環境）

当連結会計年度におけるわが国経済は、、輸出については緩やかに増加しているものの、企業収益、設備投資、

雇用情勢、個人消費等の景気判断の材料に関してはやや弱含みに推移いたしました。特に、年度後半にはサブプラ

イム住宅ローン問題を背景とするアメリカ経済の景気減退による世界経済の不透明感、改正建築基準法施行の影響

等厳しい状況で推移いたしました。

　当企業グループの属する建設関連業界におきましては、年度前半は輸出関連の企業収益が安定していたことから

設備投資に関する需要動向は、概ね良好ではあったものの、年度後半に入り、アメリカ経済の景気減退による景気

の不透明感、改正建築基準法による需要の急激な減少、少ない需要への競争激化による価格の低迷等に加えて、首

都圏の一部で以前より抱えていたマンション需要への需給バランスの崩れといった構造的な問題が表面化したこと

等により厳しい状況で推移いたしました。

（当社の取り組み）

　このような状況のなか、当企業グループにおいては、平成19年５月に福岡県福岡市へ福岡営業所、同７月には神奈

川県横浜市へ横浜中央営業所をそれぞれ開設し、シェア獲得のための新規開拓に尽力してまいりました。また、既存

営業所においても、毎年１～３営業所の新設営業所の開設を行なっているなか、開設２期、３期の営業所における業

績成長率が高いことを想定し、新規開拓における需要獲得のチャンス拡大、経営基盤を充実させるための既存得意先

に対する深耕開拓を図り、積極的な開拓活動による業績向上に努めてまいりました。

　子会社の株式会社木村電気工業においても、改正建築基準法の影響を受けて全体的な需要の大幅な減少により厳し

い環境のなかで、営業エリア、取扱商品等の見直しにより経営基盤の拡大を図ってまいりました。

　当企業グループの当期の具体的な戦略として、業界では広域の多店舗展開による営業エリアの拡充、分散販売を基

軸とした積極的な新規開拓、既存得意先等の見直しによる深耕開拓による営業基盤の構築及び市場占有率の向上を推

進してまいりました。また、地域に密着した営業展開に加え、広域の営業ネットワークを充分に活かした情報の共有、

納期の短縮化等を図ってまいりました。新規開拓においては、最近２～３年に開設した成長率の高い新設営業所を中

心にシェアの獲得を図り、深耕開拓においては、既存営業所における獲得口座を再度見直し、営業チャンスの拡大を

図ってまいりました。

　さらに、昨今の多様化する経済状況及び業界動向を鑑み、平成19年１月より一部の地域を除き、販売チャネルの拡

大を試み、新たな需要の創造を図ってまいりました。

　株式会社木村電気工業は、東京都北区と大阪府大阪市に営業拠点をもっており、それぞれ東日本、西日本の営業エ

リアを分担しての全国的な展開をしており、新規顧客の開拓及び既存顧客でのシェアアップを図るべく、製品開発に

取り組んでまいりました。前年より引き続き、市場開発と銘打ち、ケーブルテレビのコネクタに加え、新たな主力と

なりうる商品のリサーチを強化してまいりました。また、全国展開をしている関係から当社の福岡営業所の出店によ

る初の西日本進出の際には、情報収集、得意先の共有等の方面で当企業グループとしてのシナジー効果への期待が高

まってまいりました。

　この結果、当連結会計年度の連結売上高は20,069,305千円（前期比96.5％）となり、同利益面におきましては営業

利益774,326千円（前期比72.8％）、経常利益1,096,360千円（前期比78.5％）、当期純利益618,278千円（前期比

77.3％）となりました。

　当社におきましては、売上高は19,334,435千円（前期比94.7％）、利益面では営業利益756,739千円（前期比72.0％）、

経常利益1,075,989千円（前期比77.9％）、当期純利益は611,016千円（前期比77.0％）となりました。

（次期の見通し）

　今後のわが国経済は、サブプライムローン問題を背景とするアメリカ経済の後退懸念、金融市場の変動、原油等の

資源価格の高騰等、景気動向のリスク材料が高まってくることが予想されるものの、輸出関連が引き続き増加基調で

推移すること、改正建築基準法施行の影響による需要の減少が収束すること等が予測できることから、若干上向いて

いくものと思われます。

　当企業グループの属する業界におきましては、改正建築基準法施行の影響が収束することにより、前期後半より減

少していた需要が上向いてくるものと予測しております。また、それに伴い多店舗展開をしている企業等の収益にも

好材料となり、設備投資も伸びてくるものと思われます。しかしながら、原油等資源価格の変動による価格不安、価

格競争等の懸念材料もあり、予断の許さぬ状況で推移するものと思われます。

　このような経済環境において、当企業グループは更なる経営基盤の拡充を図るべく、営業拠点の新設を含め、Ｍ＆

Ａ等を視野に入れた戦略により営業ネットワーク網の拡充によるシェア拡大に努めてまいります。
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　具体的には、現在の48ヵ所の営業拠点に加え、平成20年５月に西日本の充実を図るべく大阪営業所を大阪府大阪市

へ、同８月に首都圏の充実をさらに強固にする池袋営業所を東京都板橋区へ、同11月に熊谷営業所を埼玉県熊谷市へ

それぞれ新設し、51ヵ所の営業拠点で新規需要の開拓により市場占有率の向上に注力してまいります。また、Ｍ＆Ａ

については、関連業種も含めた幅広い調査を行ない、積極的に推進してまいります。今後も多店舗展開、Ｍ＆Ａによ

る経営基盤の確立を図り、地域密着営業、豊富な品揃えで得意先のニーズに応えてまいります。

　さらに、営業戦略として質の高い開拓による地域シェアの拡大を図ってまいります。具体的には新規開拓において

販売チャネルの多様化を図り、深耕開拓と併せて取引継続率の高い営業展開を推進し、幅広いニーズの収集、需要の

創造を図ってまいります。

(2）財政状態に関する分析

（資産、負債及び純資産の状況）

　当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,244,661千円減少し、17,749,426千円となりました。

　主な資産の変動要因は、営業所新設等による有形固定資産の増加141,825千円等があったものの、売掛債権が1,128,125

千円減少したこと及び差入保証金が294,629千円減少したこと等であります。

　主な負債の変動要因は、仕入債務が433,578千円減少したこと及び借入金等が628,000千円減少したこと等でありま

す。

　主な純資産の変動要因は、剰余金の配当352,367千円があったものの、当期純利益618,278千円等により利益剰余金

が265,911千円増加したこと等であります。

　この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の40.4％から44.6％となりました。

（キャッシュ・フローの状況）

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて57,116千円

減少し、630,735千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、仕入債務の減少等があったものの、売上債権の減少等により1,337,592千円（前年

同期に得られた資金は859,694千円）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、新設営業所の土地・建物の取得等に係る支払い等により419,426千円（前年同期に

使用した資金は1,037,980千円）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、借入金等の返済及び利益配当金の支払い等により、975,283千円（前年同期に得ら

れた資金は317,609千円）となりました。

　当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

株主資本比率（％） － － － 40.4 44.6

時価ベースの株主資本比率

（％）
－ － － 43.2 29.1

キャッシュフロー対有利子負

債比率（年）
－ － － 7.6 4.4

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
－ － － 20.5 22.8

（注）　自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュフロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

３．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業キャッシュ・フローを使用しております。

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

５．平成19 年３月期が連結財務諸表の作成初年度であるため、平成18 年３月期以前については記載しておりませ

ん。
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　当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

株主資本比率（％） 34.5 38.9 41.7 41.1 45.4

時価ベースの株主資本比率

（％）
36.3 37.4 50.5 44.0 29.7

キャッシュフロー対有利子負

債比率（年）
15.4 16.5 7.5 6.8 4.4

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
11.0 9.4 29.7 23.2 22.9

（注）　自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

１．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております

２．キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業キャッシュ・フローを利用しております。

３．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。

また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、安定した経営基盤の確立を目指すとともに、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策とし、連結配

当性向30％を目処とした配当政策を実施しております。今後も業績の向上により安定配当に留意することを基本方針

としております。

内部留保資金につきましては、総合的な経営基盤の強化ならびに事業展開に必要な資金として有効に活用してまい

りたいと考えております。

当社の剰余金の配当は、中間と期末の年２回実施する方針であり、中間配当については取締役会、期末配当につい

ては株主総会で決定致します。なお、中間配当は毎年９月30日を基準日として行うことができる旨を定款で定めてお

ります。

当事業年度につきましては、すでに実施済みの中間配当金１株当たり13円に加え、期末配当金を１株当たり14円と

し、年間の配当金１株当たり27円とさせていただく予定であります。

次期につきましては、中間配当金１株当たり10円、期末配当金１株当たり14円、年間配当金１株当たり24円を予定

しております。

(4）事業等のリスク

　当社企業グループの業績は、今後起こりうる様々な要因により大きな影響を受ける可能性があります。以下におい

て、当社企業グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。ま

た、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資判断上、あるいは当社の事業活動を理解する上で重

要と考えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。当社企業グループ

はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当

社株式に関する投資判断は、以下の記載事項及び本項目以外の記載事項を慎重に検討した上で、行っていただくよう

お願い致します。

　なお、以下の記載は当社株式への投資に関するリスクをすべて網羅するものではありませんので、この点にご留意

ください。また、将来事項に関する記述につきましては当連結事業年度末（平成20年３月31日）現在において当社が

判断したものであります。

（田中商事株式会社の事業環境について）

　当社の販売先が属する建築関連業界は、景気動向、金利動向、地価動向及び住宅税制等の影響を比較的受けやすい

傾向にあります。したがって、景気の低迷による所得見通しの悪化、市場金利の上昇、地価上昇及び税制の強化等に

より、事業環境が悪化した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

　特に、当社の営業地域において、これらの外部環境要因の悪化が生じ、建築・設備工事発注者の投資意欲の抑制や、

一般消費者のマイホーム購買意欲の減退等により、設備投資件数または新設住宅着工戸数の減少等が生じた場合には、

当社業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、景気低迷の影響により、電気設備資材の需要が低迷した場合には、当社と同業者との競合が激化し、取扱商

品の販売価格が下落する等により当社の利幅が縮小する可能性があります。
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（田中商事株式会社営業所の自社所有について）

　当社は営業所を自社保有とすることを基本方針としており、現在の営業所48ヵ所のうち、自社保有物件は46ヵ所（こ

のうち、２ヵ所は建物のみ自社保有）であります。営業所を自社保有とする理由は、倉庫や駐車場等の営業設備を、

当社戦略に合致させるように自由に企画・設置できること、並びに金融面・求人面等の社会的信用が向上すると考え

られること等にあります。

　当社は、毎期１～３ヵ所の営業所新設を進めております。営業所新設のための所要資金は、１営業所当たり概算で

２～３億円程度を予定しており、当該資金は、主として自己資金及び金融機関からの借入金により賄う方針でありま

す。

　営業所の新設にあたっては、事前のマーケティング調査を行うとともに、社内基準にしたがって、当社の収益が拡

大すると予想される地域に設置する方針であります。しかしながら、新設した営業所が当初計画したとおりの収益を

計上できなかった場合、あるいは、収益計上までに計画した以上の期間がかかった場合等には、投下資本の回収に時

間を要し、有利子負債残高の増加が負担となることから、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。

（田中商事株式会社仕入割引の計上について）

　当社は、仕入代金の90％以上を現金で支払っており、各仕入先との契約により約２～３％の割引率で仕入割引料を

受領し、損益計算書の営業外収益に計上しております。仕入代金の支払いにあたっては、当社は今後とも現金支払率

を上げる方針でありますが、市場金利の変動、あるいは当該仕入割引率が変更になった場合等には、当社業績に影響

を及ぼす可能性があります。

（当社企業グループ業績の季節的な変動について）

　当社企業グループは、各種建造物の電気工事に使用される電気材料及び電気器具を主たる商品として取扱っている

ことから、当社の売上高は、建設工事の竣工が集中する年末近くの11月及び12月、並びに年度末の３月に増加する傾

向があります。したがって、当社業績は下半期に偏重する傾向があります。
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２．企業集団の状況
　当社企業グループは、当社と連結子会社１社で構成されており、電気設備資材の卸売り、ケーブルテレビ用等のコネ

クタの製造・販売、通信機器類の販売を営んでおります。

　これらを系統図でしますと、次のとおりであります。

 
 
 

得  意  先 

株式会社木村電気工業 
（ケーブルテレビ用等コネ

クタの製造・販売） 

 
 

仕  入  先 

 
 

仕  入  先 

田中商事株式会社 
（電気設備資材の卸売り） 

 
 

得  意  先 

販 売 販 売 

仕 入・販 売 

仕 入 販 売 仕 入 
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

 当社企業グループは、親会社である田中商事株式会社と子会社の株式会社木村電気工業で構成されております。 

　田中商事株式会社は、仕入先において、特定のメーカー系列に属さない自主独立の経営姿勢を貫き、専業メーカー

をはじめとする国内主要メーカーから幅広い商品を得意先のニーズに合わせ、提供しております。また、取り扱って

いる商品は、学校・公園・道路等の公共施設、ビル・マンション・工場・一般家庭等の民間設備、その他あらゆる建

設物に対するリフォームを含めた電気設備資材全般であります。具体的には、以下のように分類しております。

商品分類 主な用途

 照明器具類
公園・道路・ビル・マンション・工場・戸建住宅等に使用してい

る照明器具類。

 電　　線　　類

照明器具・配線器具等へ電気を供給するための電線及びこの電線

を保護するためのパイプ類。

セキュリティ、ＯＡ対応の電線類。

 配・分電盤類
電気供給における配電盤・分電盤類及び大容量の電気を必要とす

るビル・マンション・工場等で使用される受電設備機器類。

 家　電　品　類
一般家庭・店舗・事務所等で使用するエアコン類をはじめとする

家電品類。

 そ　　の　　他 電気・設備業者様が必要な工具類全般等。

　田中商事株式会社は、独立系商社という自社の持ち味を営業戦略の一環として「当社はこれが特徴(ポリシー)です」

を社内外に掲げ、得意先との一層の連帯を深め、競合他社との差別化及び業容の拡大を図っております。

　特徴(ポリシー)の主旨は以下のとおりであります。

配送の革命（原点）を実行しています

　田中商事株式会社の心得として商社の原点は、得意先に対して必要な物を、必要な時に、必要な場所へお届けする

ことであります。競合他社の中では広域とされる当社の営業ネットワーク網を活用した配送を、自社便にて、どんな

細かい物でも現場まで迅速にお届けすることを心がけております。

品揃えは抜群です

　田中商事株式会社は円滑な商品供給を心がけているため、各営業所は倉庫を併設した自社所有になっており、常時、

得意先のニーズに応じる品揃えにしております。また、万が一、商品の在庫切れが起きても、営業所間を結ぶ「オン

ライン電算システム」をフルに活用し、リアルタイムに全店の在庫商品を把握できることにより営業所相互間の商品

融通で常に得意先への的確かつ円滑な商品供給を図っております。

全国ネットでご奉仕します

　田中商事株式会社は、業界では随一の広域ネットワークで営業展開を図っております。このことにより、競合他社

との差別化を明確にし、得意先の信頼を勝ち得ております。今後も営業所の出店およびＭ＆Ａにより営業ネットワー

クを拡大する方針は、経営戦略の柱の一つとして継続してまいります。

　子会社である株式会社木村電気工業は、電気部品メーカーとして主にケーブルテレビ用等コネクタの部品製造・販

売を行っております。

　平成18年８月に田中商事株式会社が株式を取得したことにより、グループ企業となりました。ケーブルテレビ用コ

ネクタの部品製造に留まることなく、グループでの連携を徹底して相乗効果を存分に生かした方針で推進してまいり

ます。
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(2）中長期的な会社の経営戦略　

　今後の国内経済は、資源国向け輸出の堅調持続、企業収益の改善等により景気の腰折れは回避できるものの、原油

等の資源価格の高騰による企業収益への圧迫、サブプライム問題の深刻化により外需の牽引力が低下し、株価低迷や

円高の傾向が発生、建築着工減少により工場建築の遅延による機械投資の下振れ、建築投資の低迷等、マイナス要因

が作用し厳しく推移するものと思われます。

　当企業グループの属する業界においても、マンションを中心に住宅着工戸数の激減、企業収益の減少による民間設

備投資の低迷等はあるものの、建築基準法の改正による着工戸数減少の影響については、平成20年後半に向けて徐々

に解消され、それに伴い建築遅延による企業の設備投資の需要も出てくるものと思われます。また、当企業グループ

の属する業界特有のタイムラグによる影響はあるものの、建築着工減少のリスクを回避するものとしてリニューアル

需要等の獲得チャンスが広がることも予想されます。しかしながら、平成21年以降についてはサブプライム問題の動

向、資源価格の動向等による世界経済全般の影響による企業収益の変動が不透明なことから予断の許さぬ状況で推移

するものと思われます。

　このような経済環境下にあって、当企業グループでは新規出店による多店舗展開、Ｍ＆Ａによるスピード感ある需

要の獲得等により経営基盤の拡充を図り、営業ネットワーク網の拡大により業績向上の礎を築いてまいります。また、

販売チャネルの見直しにより新規需要の創造を推進してまいります。さらに、現在まで推進してきた仕入体制の強化、

経費等支出の見直し等を継続し、今後も激動する経済環境に柔軟な対応をしてまいります。　

　具体的には、当期まで北海道から福岡まで48拠点にて運営してきた営業所展開を、平成21年３月期には、平成20年

５月に本格的な西日本進出の拠点として前期の福岡営業所に引き続き大阪営業所を大阪府大阪市へ、また、首都圏需

要のさらなる獲得へ向けて、平成20年８月に東京都板橋区へ池袋営業所を、平成20年11月に埼玉県熊谷市へ熊谷営業

所を開設し、51拠点での営業展開をする予定であります。多店舗展開による経営基盤の拡充は、平成21年３月期以降

も１～３拠点の出店を計画し、営業ネットワーク網のさらなる拡大を予定しております。当企業グループにおける出

店戦略は、業績拡大の重要な一部である為、今後も現状の空白エリアをターゲットに積極的に進めてまいります。ま

た、このような出店戦略に加え、早期需要取り込みの手段として、Ｍ＆Ａにも慎重かつ積極的に取り組んでまいりま

す。　

　営業戦略においては、継続して行なっている新規開拓及び得意先のシェアアップを図る深耕開拓による販売ベース

の構築及び拡大に加え、販売チャネルの見直しにより、従来よりターゲット先が増えたことにより新規需要獲得のチャ

ンスが拡大いたしました。平成21年３月期以降もさらに拡大を続け、需要の創造を推進していく所存であります。　

　また、関連業種との連携による需要の取り組みとして、平成18年８月に株式の取得により子会社となった株式会社

木村電気工業とそれぞれの営業エリアの補充、関連業種であることを活かした受注等、シナジー効果を生む戦略も強

化し、連結決算の業績拡大を目指す所存であります。　

　今後も得意先獲得、需要取り込み等に対して経済環境戦略を的確に捉え、経営基盤の拡充に努めてまいります。　

(3）会社の対処すべき課題

　昨今のわが国経済は、資源等価格の高騰、サブプライム問題の影響による投資意欲の低下等、今後の景気動向が不

透明極まりない状況で推移しております。当企業グループの属する業界におきましても、国内外の経済状況を大きく

受ける上に、法改正の影響も重なり厳しい状況で推移しております。

　このような経済環境のなか、当企業グループは、営業所の新設による営業ネットワーク網の更なる拡充、Ｍ＆Ａ等

による事業の拡大、販売チャネルの見直しによる新規需要の創造という方針で業績の向上を図ってまいります。

　営業所の新設による営業ネットワーク網の拡充では、全国的な市場占有率を獲得し、地域的な需要の格差による業

績への影響リスクを回避すること狙い、各営業エリアでは新規及び深耕開拓により得意先のベースを強固なものとし、

需要獲得のチャンスを拡大してまいります。

　Ｍ＆Ａ等による事業の拡大では、激動の経済状況のなかにあってスピード感のある市場占有率の向上、多様化する

市場での業績向上と安定を目指し、慎重かつ積極的な推進をしてまいります。

　販売チャネルの見直しによる新規需要の創造では、景気動向に左右されない安定した経営基盤を構築するため、視

野の広い市場を開拓してまいります。　

　利益面では、従来から推進してきたスケールメリットを活かした一括仕入等の戦略をさらに強化することに加え、

当社の強みである営業ネットワーク網をフルに活かした情報戦略、子会社の㈱木村電気工業との連携によるシナジー

効果、社内システムの刷新による業務の効率化により、一層の収益力向上を図る所存であります。

　今後も、地域密着営業、豊富な品揃えで得意先のニーズに応えてまいります。
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１．現金及び預金   687,852   630,735  △57,116

２．受取手形及び売掛金 ※２  7,157,752   6,029,626  △1,128,125

３．たな卸資産   1,310,023   1,483,707  173,683

４．繰延税金資産   145,973   102,418  △43,554

５．その他   73,114   73,354  239

６．貸倒引当金   △32,856   △24,388  8,468

流動資産合計   9,341,859 49.2  8,295,454 46.7 △1,046,404

Ⅱ　固定資産         

１．有形固定資産         

(1）建物及び構築物  5,064,248   5,361,771    

減価償却累計額  2,668,128 2,396,120  2,812,615 2,549,156  153,035

(2）土地   6,045,817   6,091,726  45,908

(3）その他  826,653   786,152    

減価償却累計額  618,402 208,251  635,020 151,132  △57,118

有形固定資産合計   8,650,189 45.5  8,792,015 49.6 141,825

２．無形固定資産         

(1）借地権   183,254   183,254  －

(2）その他   45,018   35,332  △9,686

無形固定資産合計   228,273 1.2  218,587 1.2 △9,686

３．投資その他の資産         

(1）繰延税金資産   325,259   315,557  △9,701

(2）差入保証金・敷金   317,534   22,904  △294,629

(3）その他   239,084   219,292  △19,792

(4）貸倒引当金   △108,113   △114,385  △6,272

投資その他の資産合計   773,765 4.1  443,369 2.5 △330,396

固定資産合計   9,652,227 50.8  9,453,971 53.3 △198,256

資産合計   18,994,087 100.0  17,749,426 100.0 △1,244,661
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１．支払手形及び買掛金 ※２  2,910,905   2,477,326  △433,578

２．短期借入金   6,150,000   5,710,000  △440,000

３．１年以内返済予定長期
借入金

  168,000   64,000  △104,000

４．１年以内償還予定社債   20,000   110,000  90,000

５．未払法人税等   442,239   243,193  △199,046

６．賞与引当金   220,273   156,683  △63,590

７．役員賞与引当金   26,800   －  △26,800

８．その他   428,911   295,806  △133,105

流動負債合計   10,367,129 54.6  9,057,008 51.0 △1,310,121

Ⅱ　固定負債         

１．社債   110,000   －  △110,000

２．長期借入金   64,000   －  △64,000

３．退職給付引当金   553,226   504,146  △49,080

４．役員退職慰労引当金   229,200   242,700  13,500

５．その他   141   23,211  23,070

固定負債合計   956,568 5.0  770,057 4.4 △186,510

負債合計   11,323,698 59.6  9,827,066 55.4 △1,496,631

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１．資本金   1,073,200 5.7  1,073,200 6.0 －

２．資本剰余金   951,153 5.0  951,153 5.4 －

３．利益剰余金   5,630,305 29.6  5,896,217 33.2 265,911

４．自己株式   △13,091 △0.1  △13,354 △0.1 △263

株主資本合計   7,641,567 40.2  7,907,215 44.5 265,648

Ⅱ　評価・換算差額等         

　　その他有価証券評価差
額金

  28,821 0.2  15,143 0.1 △13,678

評価・換算差額等合計   28,821 0.2  15,143 0.1 △13,678

純資産合計   7,670,389 40.4  7,922,359 44.6 251,970

負債純資産合計   18,994,087 100.0  17,749,426 100.0 △1,244,661
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(2）連結損益計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高   20,796,843 100.0  20,069,305 100.0 △727,538

Ⅱ　売上原価   16,651,183 80.1  16,218,732 80.8 △432,450

売上総利益   4,145,660 19.9  3,850,572 19.2 △295,087

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  3,081,312 14.8  3,076,246 15.3 △5,066

営業利益   1,064,348 5.1  774,326 3.9 △290,021

Ⅳ　営業外収益         

１．受取利息  8,248   494    

２．仕入割引  352,285   340,674    

３．その他  39,861 400,396 1.9 40,480 381,649 1.9 △18,747

Ⅴ　営業外費用         

１．支払利息  40,386   58,561    

２．買収関連費用  27,702   －    

３．その他  2 68,090 0.3 1,053 59,615 0.3 △8,475

経常利益   1,396,653 6.7  1,096,360 5.5 △300,293

Ⅵ　特別利益         

　　固定資産売却益 ※２ 1,188 1,188 0.0 3,197 3,197 0.0 2,009

Ⅶ　特別損失         

１．固定資産除却損 ※３ 2,331   1,639    

２．固定資産売却損 ※４ 666   191    

３．前期損益修正損  － 2,998 0.0 309 2,139 0.0 △858

税金等調整前当期純利
益

  1,394,843 6.7  1,097,418 5.5 △297,425

法人税、住民税及び事
業税

 650,476   416,763    

法人税等調整額  △55,143 595,332 2.9 62,375 479,139 2.4 △116,193

当期純利益   799,510 3.8  618,278 3.1 △181,232
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(3）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 1,073,200 951,153 5,037,791 △12,980 7,049,164

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注） － － △184,997 － △184,997

役員賞与（注） － － △22,000 － △22,000

当期純利益 － － 799,510 － 799,510

自己株式の取得 － － － △111 △111

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 592,513 △111 592,402

平成19年３月31日　残高（千円） 1,073,200 951,153 5,630,305 △13,091 7,641,567

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高（千円） 34,809 34,809 7,083,974

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注） － － △184,997

役員賞与（注） － － △22,000

当期純利益 － － 799,510

自己株式の取得 － － △111

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△5,987 △5,987 △5,987

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△5,987 △5,987 586,414

平成19年３月31日　残高（千円） 28,821 28,821 7,670,389

 （注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高（千円） 1,073,200 951,153 5,630,305 △13,091 7,641,567

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 － － △352,367 － △352,367

当期純利益 － － 618,278 － 618,278

自己株式の取得 － － － △263 △263

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 265,911 △263 265,648

平成20年３月31日　残高（千円） 1,073,200 951,153 5,896,217 △13,354 7,907,215

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高（千円） 28,821 28,821 7,670,389

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 － － △352,367

当期純利益 － － 618,278

自己株式の取得 － － △263

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△13,678 △13,678 △13,678

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△13,678 △13,678 251,970

平成20年３月31日　残高（千円） 15,143 15,143 7,922,359

田中商事㈱（7619）　平成 20 年３月期決算短信

－ 14 －



(4）連結キャッシュ・フロー計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

税金等調整前当期純利益  1,394,843 1,097,418 △297,425

減価償却費  184,369 214,542 30,173

のれん償却額  6,113 12,226 6,113

貸倒引当金の増加額
（△減少額）

 39,245 △2,196 △41,441

賞与引当金の増加額
（△減少額）

 69,355 △63,590 △132,945

役員賞与引当金の増加額
（△減少額）

 26,800 △26,800 △53,600

退職給付引当金の減少額  △24,185 △49,080 △24,895

役員退職慰労引当金の増加額  500 13,500 13,000

受取利息及び受取配当金  △9,536 △1,808 7,728

支払利息  40,386 58,561 18,175

固定資産除売却損  2,998 1,932 △1,065

固定資産売却益  △1,188 △3,197 △2,009

売上債権の減少額
（△増加額）

 △596,235 1,124,795 1,721,030

たな卸資産の増加額  △8,179 △173,683 △165,504

差入保証金の減少額  21,273 295,828 274,555

その他資産の増加額  △4,136 △13,648 △9,512

仕入債務の増加額
（△減少額）

 179,606 △401,205 △580,812

その他負債の増加額
（△減少額）

 49,882 △9,482 △59,365

役員賞与の支払額  △22,000 － 22,000

未払消費税等の増加額
（△減少額）

 30,222 △66,031 △96,253

小計  1,380,133 2,008,080 627,946

利息及び配当金の受取額  9,536 1,808 △7,728

利息の支払額  △42,020 △58,710 △16,690

法人税等の支払額  △487,955 △613,585 △125,629

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

 859,694 1,337,592 477,898
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

有形無形固定資産の取得によ
る支出

 △660,851 △422,907 237,943

有形無形固定資産の売却によ
る収入

 2,446 4,727 2,281

連結の範囲の変更を伴う子会
社株式の取得による支出

 △377,506 － 377,506

貸付けによる支出  △176 △427 △251

貸付金の回収による収入  668 718 50

その他の投資による支出  △3,797 △6,763 △2,966

その他の投資の回収よる収入  1,236 5,226 3,989

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

 △1,037,980 △419,426 618,553

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

短期借入金の純増減額  900,000 △440,000 △1,340,000

長期借入金の返済による支出  △382,016 △168,000 214,016

社債の償還による支出  △10,000 △20,000 △10,000

自己株式の取得による支出  △111 △263 △151

配当金の支払額  △190,263 △347,020 △156,756

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

 317,609 △975,283 △1,292,892

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額  139,323 △57,116 △196,440

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  548,528 687,852 139,323

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 687,852 630,735 △57,116
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

株式会社木村電気工業

※平成18年８月10日の株式取得に伴い、

当連結会計期間より子会社となって

おります。

同左

２．持分法の適用に関する事

項

持分法の適用会社はありません。 同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算

日と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券 ①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 ②　たな卸資産 ②　たな卸資産

 商品…移動平均法による原価法を採用

しております。

 貯蔵品…最終仕入原価法による原価法

を採用しております。

 商品…同左

 

 貯蔵品…同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産 ①　有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）については

定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

　　建物　10年～50年

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）については

定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

　　建物　10年～50年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。

　これにより、営業利益、経常利益、税

金等調整前当期純利益がそれぞれ6,611千

円減少しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に達した連

結会計年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

　これにより、営業利益、経常利益、税

金等調整前当期純利益がそれぞれ5,133千

円減少しております。

　 ②　無形固定資産 ②　無形固定資産

  　定額法を採用しております。 同左

 ③　長期前払費用 ③　長期前払費用

  　定額法を採用しております。 同左

(3）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員に支給する賞与の支払に備える

ため、支給見込額基準により計上してお

ります。

②　賞与引当金

同左

 ③　役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に充てるため、支給

見込額を計上しております。

③　          ──────

 ④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。

　なお、会計基準変更時差異については、

15年による按分額を費用計上しておりま

す。

　数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により翌連結会

計年度から処理することとしております。

④　退職給付引当金

同左

 ⑤　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく当連結会計年度末要支給額

を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

同左

(4）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれんは、取得時の子会社の事業計画、

業績の推移を検討のうえ、個別に合理的な

期間（３年）を設定し、均等償却しており

ます。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３カ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

同左

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

　１．受取手形裏書譲渡高は、2,096千円であります。

※２．連結会計年度末日満期手形

　１．受取手形裏書譲渡高は、1,903千円であります。

※２．　　　　　　　──────

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次

の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に

含まれております。

受取手形 239,233千円

支払手形 64,426千円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

運賃 40,006千円

貸倒引当金繰入額 56,265

貸倒損失 5,791

役員報酬 101,215

給料 1,321,023

賞与 161,966

賞与引当金繰入額 212,473

役員賞与引当金繰入額 26,800

退職給付費用 57,266

役員退職慰労引当金繰入額 13,700

福利厚生費 248,224

支払手数料 125,904

租税公課 119,323

減価償却費 177,225

不動産賃借料 81,063

通信費 62,998

修繕費 33,455

燃料費 65,263

消耗品費 28,504

水道光熱費 48,556

運賃 31,511千円

貸倒引当金繰入額 5,212

役員報酬 99,358

給料 1,384,550

賞与 135,952

賞与引当金繰入額 152,013

役員賞与 21,850

退職給付費用 58,422

役員退職慰労引当金繰入額 13,500

福利厚生費 250,402

支払手数料 132,683

租税公課 119,000

減価償却費 201,555

不動産賃借料 86,375

通信費 57,578

修繕費 35,925

燃料費 66,561

消耗品費 29,594

水道光熱費 50,347

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 1,188千円

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

車両運搬具      2,301千円

工具・器具・備品 29

計 2,331

  

※４．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

車両運搬具 666千円

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 3,197千円

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 116千円

車両運搬具 1,161

工具・器具・備品 361

計 1,639

※４．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

車両運搬具 191千円

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 8,832,000 － － 8,832,000

合計 8,832,000 － － 8,832,000

自己株式

普通株式（注） 22,613 130 － 22,743

合計 22,613 130 － 22,743

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加130株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月27日

定時株主総会
普通株式 184,997 21 平成18年３月31日 平成18年６月28日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日

定時株主総会
普通株式 237,849  利益剰余金 27 平成19年３月31日 平成19年６月28日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 8,832,000 － － 8,832,000

合計 8,832,000 － － 8,832,000

自己株式

普通株式（注） 22,743 275 － 23,018

合計 22,743 275 － 23,018

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加275株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日

定時株主総会
普通株式 237,849 27 平成19年３月31日 平成19年６月28日

平成19年11月６日

取締役会
普通株式 114,517 13 平成19年９月30日 平成19年12月11日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月24日

定時株主総会
普通株式 123,325 利益剰余金 14 平成20年３月31日 平成20年６月25日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 687,852千円

預入期間が３カ月を超える定期預金等 －

現金及び現金同等物 687,852

現金及び預金勘定 630,735千円

預入期間が３カ月を超える定期預金等 －

現金及び現金同等物 630,735

　２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の
資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たに株式会社木村電気工業を連結
したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに
当該会社株式の取得価額と当該会社取得のための支出
（純額）との関係は次のとおりであります。

　２．　　　　　　 　──────

（千円）
流動資産 502,689
固定資産 262,611
のれん 36,680
流動負債 △239,569
固定負債 △132,413

株式会社木村電気工業株式
の取得価額

430,000

株式会社木村電気工業現金
及び現金同等物

△52,493

差引：株式会社木村電気工
業取得のための支出

377,506
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 43,041 32,670 10,371

工具・器具・
備品

115,926 81,714 34,212

合計 158,968 114,384 44,584

取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 15,422 11,566 3,855

工具・器具・
備品

28,518 10,717 17,801

合計 43,941 22,284 21,656

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

同左

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 26,642千円

１年超 17,942

合計 44,584

１年内 8,274千円

１年超 13,382

合計 21,656

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、減価償却費相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 26,642千円

減価償却費相当額 26,642

支払リース料 27,297千円

減価償却費相当額 27,297

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額

（千円）
差額（千円）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額

（千円）
差額（千円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 23,232 71,269 48,036 23,232 48,472 25,239

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 23,232 71,269 48,036 23,232 48,472 25,239

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 － － － － － －

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

合計 23,232 71,269 48,036 23,232 48,472 25,239

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

    その他有価証券   

非上場株式 7,000 7,000 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、退職一時金制度を採用しております。

２．退職給付債務及びその内訳

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

(1）退職給付債務（千円） △823,662 △788,784

(2）会計基準変更時差異の未処理額（千円） 436,602 382,027

(3）未認識数理計算上の差異（千円） △166,166 △97,388

(4）退職給付引当金（千円） △553,226 △504,146

 （注）　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用の内訳

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）勤務費用（千円） 61,800 55,611

(2）利息費用（千円） 13,594 13,801

(3）会計基準変更時差異の処理額（千円） 54,575 54,575

(4）数理計算上の差異の処理額（千円） △60,751 △65,565

(5）退職給付費用（千円） 69,219 58,422

 （注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(１）勤務費用」に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

(1）割引率（％） 1.7 1.7

(2）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(3）数理計算上の差異の処理年数（年） ５ ５

(4）会計基準変更時差異の処理年数（年） 15 15

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

当社グループはストックオプション等を付与しておりませんので、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

当社グループはストックオプション等を付与しておりませんので、該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 220,889千円

役員退職慰労引当金 91,680

貸倒引当金 16,004

賞与引当金 88,269

未払事業税否認額 33,101

連結土地評価差額 15,381

その他 27,506

繰延税金資産合計 492,832

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 19,214

その他 2,384

繰延税金負債合計 21,599

繰延税金資産の純額 471,233

繰延税金資産

退職給付引当金 201,395千円

役員退職慰労引当金 97,080

貸倒引当金 12,065

賞与引当金 57,873

未払事業税否認額 26,661

連結土地評価差額 15,381

その他 19,054

繰延税金資産合計 429,510

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 10,095

その他 1,437

繰延税金負債合計 11,533

繰延税金資産の純額 417,976

　　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

　　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 145,973千円

固定資産－繰延税金資産 325,259

流動資産－繰延税金資産 102,418千円

固定資産－繰延税金資産 315,557

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因の内訳

法定実効税率 40％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3

住民税均等割 1.7

その他 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.5

法定実効税率 40％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4

住民税均等割 2.4

その他 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.3

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　電設資材卸売業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメ
ントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省
略しております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　電設資材卸売業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメ
ントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省
略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。
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ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 　　海外売上高がないため該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 　　海外売上高がないため該当事項はありません。

（関連当事者との取引）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 　関連当事者との取引で、開示すべきものはありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 　関連当事者との取引で、開示すべきものはありません。

（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 870円72銭 899円35銭

１株当たり当期純利益 90円76銭 70円19銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益

損益計算書上の当期純利益（千円） 799,510 618,278

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 799,510 618,278

普通株式に係る期中平均株式数（株） 8,809,287 8,809,059

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 658,546 561,306 △97,239

２．受取手形 ※１ 3,844,731 3,205,126 △639,605

３．売掛金 3,004,289 2,575,834 △428,455

４．商品 1,152,566 1,293,308 140,742

５．貯蔵品 5,730 6,878 1,147

６．前払費用 8,674 9,320 646

７．繰延税金資産 142,780 96,753 △46,026

８．その他 61,012 61,531 519

９．貸倒引当金 △32,856 △24,388 8,468

流動資産合計 8,845,474 47.5 7,785,671 44.7 △1,059,802

Ⅱ　固定資産

(1）有形固定資産

１．建物 4,547,701 4,826,297

減価償却累計額 2,326,304 2,221,396 2,450,057 2,376,239 154,843

２．構築物 253,779 272,939

減価償却累計額 172,399 81,380 185,418 87,520 6,140

３．車両運搬具 310,125 321,215

減価償却累計額 223,036 87,088 231,399 89,815 2,727

４．工具・器具・備品 238,896 240,270

減価償却累計額 203,896 35,000 204,801 35,469 468

５．土地 5,945,917 5,991,826 45,908

６．建設仮勘定 53,123 157 △52,965

有形固定資産合計 8,423,905 45.2 8,581,028 49.3 157,123

(2）無形固定資産

１．借地権 183,254 183,254 －

２．その他 13,126 15,827 2,701

無形固定資産合計 196,380 1.0 199,082 1.2 2,701
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

(3）投資その他の資産

１．投資有価証券 71,269 48,472 △22,796

２．関係会社株式 430,000 430,000 －

３．従業員長期貸付金 4,960 4,839 △121

４．破産・更生債権等 135,118 138,448 3,329

５．長期前払費用 1,250 902 △347

６．繰延税金資産 305,037 295,801 △9,236

７．差入保証金・敷金 313,718 19,133 △294,584

８．その他 19,466 19,609 143

９．貸倒引当金 △108,113 △114,385 △6,272

投資その他の資産合計 1,172,707 6.3 842,821 4.8 △329,885

固定資産合計 9,792,992 52.5 9,622,932 55.3 △170,060

資産合計 18,638,467 100.0 17,408,604 100.0 △1,229,863

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．支払手形 ※１ 510,289 476,867 △33,422

２．買掛金 2,332,634 1,940,931 △391,703

３．短期借入金 6,050,000 5,600,000 △450,000

４．一年以内返済予定長期
借入金

168,000 64,000 △104,000

５．未払金 171,687 125,843 △45,844

６．未払費用 75,996 67,579 △8,417

７．未払法人税等 425,147 237,290 △187,857

８．未払消費税等 68,495 － △68,495

９．預り金 37,213 16,277 △20,936

10．賞与引当金 212,473 144,683 △67,790

11．役員賞与引当金 26,800 － △26,800

12．設備関係支払手形 60,549 68,560 8,011

13．その他 595 248 △347

流動負債合計 10,139,884 54.4 8,742,280 50.2 △1,397,603

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 64,000 － △64,000

２．退職給付引当金 541,417 491,879 △49,537

３．役員退職慰労引当金 229,200 242,700 13,500

４．その他 － 23,070 23,070

固定負債合計 834,617 4.5 757,649 4.4 △76,967

負債合計 10,974,501 58.9 9,499,930 54.6 △1,474,571
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１．資本金   1,073,200 5.8  1,073,200 6.2 －

２．資本剰余金         

　　資本準備金  951,153   951,153    

資本剰余金合計   951,153 5.1  951,153 5.4 －

３．利益剰余金         

(1）利益準備金  125,000   125,000   －

(2）その他利益剰余金         

別途積立金  4,520,000   5,020,000   500,000

繰越利益剰余金  978,881   737,530   △241,350

利益剰余金合計   5,623,881 30.2  5,882,530 33.8 258,649

４．自己株式   △13,091 △0.1  △13,354 △0.1 △263

株主資本合計   7,635,143 41.0  7,893,529 45.3 258,386

Ⅱ　評価・換算差額等         

　　その他有価証券評価差額金   28,821 0.1  15,143 0.1 △13,678

評価・換算差額等合計   28,821 0.1  15,143 0.1 △13,678

純資産合計   7,663,965 41.1  7,908,673 45.4 244,708

負債純資産合計   18,638,467 100.0  17,408,604 100.0 △1,229,863
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 20,408,887 100.0 19,334,435 100.0 △1,074,452

Ⅱ　売上原価

１．期首商品たな卸高 1,137,551 1,152,566

２．当期商品仕入高 16,366,443 15,810,846

合計 17,503,995 16,963,413

３．期末商品たな卸高 1,152,566 16,351,429 80.1 1,293,308 15,670,104 81.0 △681,324

売上総利益 4,057,458 19.9 3,664,330 19.0 △393,128

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 3,006,877 14.8 2,907,590 15.0 △99,286

営業利益 1,050,581 5.1 756,739 4.0 △293,841

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 8,248 493

２．受取配当金 1,288 1,314

３．仕入割引 349,827 336,849

４．雑収入 37,585 396,949 1.9 36,769 375,427 1.9 △21,522

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 38,201 56,062

２．買収関連費用 27,702 －

３．その他 2 65,906 0.2 114 56,177 0.3 △9,728

経常利益 1,381,624 6.8 1,075,989 5.6 △305,634

Ⅵ　特別利益

固定資産売却益 ※２ 1,188 1,188 0.0 3,197 3,197 0.0 2,009

Ⅶ　特別損失

１．固定資産除却損 ※３ 2,301 1,588

２．固定資産売却損 ※４ 666 2,968 0.0 191 1,779 0.0 △1,189

税引前当期純利益 1,379,844 6.8 1,077,408 5.6 △302,436

法人税、住民税及び事
業税

640,000 402,010

法人税等調整額 △53,242 586,757 2.9 64,381 466,391 2.4 △120,365

当期純利益 793,087 3.9 611,016 3.2 △182,070
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(3）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高
（千円）

1,073,200 951,153 951,153 125,000 4,130,000 782,791 5,037,791 △12,980 7,049,164

事業年度中の変動額

別途積立金の積立て（注） － － － － 390,000 △390,000 － － －

 剰余金の配当（注） － － － － － △184,997 △184,997 － △184,997

 役員賞与（注） － － － － － △22,000 △22,000 － △22,000

当期純利益 － － － － － 793,087 793,087 － 793,087

自己株式の取得 － － － － － － － △111 △111

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － 390,000 196,089 586,089 △111 585,978

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,073,200 951,153 951,153 125,000 4,520,000 978,881 5,623,881 △13,091 7,635,143

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

34,809 34,809 7,083,974

事業年度中の変動額

別途積立金の積立て（注） － － －

剰余金の配当（注） － － △184,997

 役員賞与（注） － － △22,000

当期純利益 － － 793,087

自己株式の取得 － － △111

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△5,987 △5,987 △5,987

事業年度中の変動額合計
（千円）

△5,987 △5,987 579,990

平成19年３月31日　残高
（千円）

28,821 28,821 7,663,965

 （注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,073,200 951,153 951,153 125,000 4,520,000 978,881 5,623,881 △13,091 7,635,143

事業年度中の変動額

別途積立金の積立て － － － － 500,000 △500,000 － － －

 剰余金の配当 － － － － － △352,367 △352,367 － △352,367

当期純利益 － － － － － 611,016 611,016 － 611,016

自己株式の取得 － － － － － － － △263 △263

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － 500,000 △241,350 258,649 △263 258,386

平成20年３月31日　残高
（千円）

1,073,200 951,153 951,153 125,000 5,020,000 737,530 5,882,530 △13,354 7,893,529

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日　残高
（千円）

28,821 28,821 7,663,965

事業年度中の変動額

別途積立金の積立て － － －

剰余金の配当 － － △352,367

当期純利益 － － 611,016

自己株式の取得 － － △263

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△13,678 △13,678 △13,678

事業年度中の変動額合計
（千円）

△13,678 △13,678 244,708

平成20年３月31日　残高
（千円）

15,143 15,143 7,908,673
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品………移動平均法による原価法を採用

しております。

商品………同左

貯蔵品……最終仕入原価法による原価法を

採用しております。

貯蔵品……同左

３．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産……定率法を採用しておりま

す。

ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物　　　　10年～50年

有形固定資産……定率法を採用しておりま

す。

ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物　　　　10年～50年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。

　これにより、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ6,611千円減

少しております。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に達成した

事業年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ4,319千円減

少しております。

無形固定資産……定額法を採用しておりま

す。

無形固定資産……同左

長期前払費用……定額法を採用しておりま

す。

長期前払費用……同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員に支給する賞与の支払いに備え

るため、支給見込額基準により計上し

ております。

(2）賞与引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(3）役員賞与引当金

役員の賞与支給に充てるため、支給見

込額を計上しております。

（会計方針の変更）

当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会　企

業会計基準第４号　平成17年11月29

日）を適用しております。

これにより、役員賞与については、従

来、利益処分の減少として処理してお

りましたが、当事業年度より発生時に

費用処理することとしております。

この結果、従来の方法と比較して、営

業利益、経常利益及び税引前当期純利

益はそれぞれ26,800千円減少しており

ます。

(3）　　　　　─────

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異については、

15年による按分額を費用計上しており

ます。

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により翌事

業年度から処理しております。

(4）退職給付引当金

同左

(5）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

(5）役員退職慰労引当金

同左

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

同左

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  ──────

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12

月９日）を適用しております。　　

 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は7,663,965千

円であります。

 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

 

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．期末日満期手形 ※１．                ─────

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期

末残高に含まれております。

受取手形 217,541千円

支払手形 64,426千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費

販売費に属する費用のおおよその割合は76％であり、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は　24％

であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費

販売費に属する費用のおおよその割合は77％であり、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

23％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

運賃 37,740千円

貸倒引当金繰入額 56,265

貸倒損失 5,791

役員報酬 102,929

給料 1,289,512

賞与 157,370

賞与引当金繰入額 212,473

役員賞与引当金繰入額 26,800

退職給付費用 57,266

役員退職慰労引当金繰入額 13,700

福利厚生費 242,175

支払手数料 125,247

租税公課 119,164

減価償却費 175,455

不動産賃借料 78,640

通信費 61,533

修繕費 33,068

燃料費 65,263

消耗品費 28,212

水道光熱費 47,853

運賃 26,818千円

貸倒引当金繰入額 5,212

役員報酬 99,358

給料 1,310,939

賞与 130,954

賞与引当金繰入額 144,683

役員賞与 21,850

退職給付費用 56,653

役員退職慰労引当金繰入額 13,500

福利厚生費 234,941

支払手数料 126,473

租税公課 117,734

減価償却費 198,227

不動産賃借料 82,378

通信費 55,006

修繕費 35,487

燃料費 66,561

消耗品費 28,291

水道光熱費 49,221

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 1,188千円 車両運搬具 3,197千円

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 2,301千円 建物 65千円

車両運搬具 1,161

工具・器具・備品 361

計 1,588

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 666千円 車両運搬具 191千円

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 22,613 130 － 22,743

合計 22,613 130 － 22,743

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加130株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 22,743 275 － 23,018

合計 22,743 275 － 23,018

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加275株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 15,422 8,996 6,426

工具・器具・
備品

115,926 81,714 34,212

合計 131,349 90,710 40,638

取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 15,422 11,566 3,855

工具・器具・
備品

28,518 10,717 17,801

合計 43,941 22,284 21,656

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

同左

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 22,696千円

１年超 17,942

合計 40,638

１年内 8,274千円

１年超 13,382

合計 21,656

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

同左

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、減価償却費相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 22,696千円

減価償却費相当額 22,696

支払リース料 23,352千円

減価償却費相当額 23,352

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前事業年度（平成19年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成20年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 216,567千円

役員退職慰労引当金 91,680

貸倒引当金 16,004

賞与引当金 84,989

未払事業税否認額 31,521

その他 26,269

繰延税金資産合計 467,031

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 19,214

繰延税金負債合計 19,214

繰延税金資産の純額 447,817

繰延税金資産

退職給付引当金 196,751千円

役員退職慰労引当金 97,080

貸倒引当金 12,065

賞与引当金 57,873

未払事業税否認額 26,053

その他 12,826

繰延税金資産合計 402,650

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 10,095

繰延税金負債合計 10,095

繰延税金資産の純額 392,554

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因の内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3

住民税均等割 1.7

その他 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.5

法定実効税率 40％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4

住民税均等割 2.4

その他 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.3
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 869円99銭 897円80銭

１株当たり当期純利益 90円03銭 69円36銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益

損益計算書上の当期純利益（千円） 793,087 611,016

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 793,087 611,016

普通株式に係る期中平均株式数（株） 8,809,287 8,809,059

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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６．その他

(1）役員の異動

　　その他の役員の移動（平成20年６月24日付）

　・新任取締役候補

　　　　取締役　鳥谷部毅（現　営業本部長）

　・新任監査役候補

　　　　（非常勤）監査役　川本典行（税理士）

　　　　（注）川本典行氏は、会社法第２条16号に定める社外監査役であります。

　・退任予定監査役

　　　　（非常勤）監査役　松波義光

　　　　（注）松波義光氏は、会社法第２条16号に定める社外監査役であります。

 　(2）仕入及び販売の状況

　　当企業グループの仕入及び販売の状況

①商品仕入実績

品目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 金額（千円）  構成比（％） 金額（千円）  構成比（％）

照明器具類 3,435,214 20.6 3,280,454 20.1

電線類 6,230,254 37.3 6,166,516 37.7

配・分電盤類 4,576,043 27.4 4,468,938 27.3

家電品類 1,069,127 6.4 1,097,481 6.7

その他 1,376,001 8.3 1,339,501 8.2

合計 16,686,641 100.0 16,352,892 100.0

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 ②商品販売実績

品目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 金額（千円）  構成比（％） 金額（千円）  構成比（％）

照明器具類 4,127,197 19.8 3,928,437 19.6

電線類 7,925,133 38.1 7,552,344 37.6

配・分電盤類 5,537,912 26.6 5,491,607 27.4

家電品類 1,282,895 6.2 1,265,288 6.3

その他 1,923,705 9.3 1,831,626 9.1

合計 20,796,843 100.0 20,069,305 100.0

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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